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　佐久医療センターは、地域医療支援病院、地域がん

診療連携拠点病院として高度急性期医療を地域に提供

しています。ＤＰＣ特定病院群である同院の平均在院日

数は10.7日で、病床利用率は89％（2018年度）。この

良好な運営の大きな支えとなっているのが患者サポー

トセンターによるPFMです。

　PFMの導入と同センターの立ち上げに携わった副統

括院長の西澤延宏先生は、「PFMとは予定入院患者さ

んの情報を外来段階で把握して問題解決を図り、効率的

に入院前から退院後までの流れをマネジメントすること。

経営的観点から注目されているが、その背景には急性期

医療を取り巻く環境変化がある」と説明します。

　医療制度改革による機能分化やＤＰＣ制度によって、

平均在院日数の短縮化が進んでいます。急性期病院で

は新規入院患者数を増やして病床利用率を上げ、より

多くの患者さんに、質の高い医療を効率よく提供して

いかなければ経営が成り立ちません。一方、患者像も変

化しています。高齢化とともに併存症を持つ患者さん

が増え、安全に手術を行うには病歴の把握や中止薬の管

理の徹底が必要です。また、独居や老々介護、経済状態

の問題など、病態以外の理由で退院が困難となるケー

スが増えてきました。

　「もっとも問題になってくるのが、こういった変化によ

る現場へのしわ寄せだ。重症度、医療・看護必要度の高

い患者さんが次々に入れ替わり、医師や看護師は入退院

関連業務の増加に疲弊している。患者さんとのコミュニ

ケーションの時間が十分に取れなくなると、退院時に“追

い出された”と苦情が出るなど、経営的にも悪循環に陥っ

てしまうだろう」と西澤先生は指摘します。

　このような経営課題の解決策として評価されている

のが、入退院を円滑に進めるPFMです。同院では外来や

病棟の医師・看護師の負担軽減にフォーカスしたPFM

　同院のPFMに携わるもっともユニークな職種が、医師

事務作業補助者（Doctor's Assistant、以降「DA」）で

す。周術期管理において、DAは麻酔科医による術前評

価（カルテ診）や周術期外来の補助業務を行っていま

す。術前評価では優先順位に沿ったカルテの準備や、主

治医と担当看護師への評価結果の報告を、周術期外来

では緊急性を考慮して診察順を決め、診察に同席して

麻酔科医をサポートします。周術期管理以外でも、各種

データや書類の代行入力、患者説明時の資料の準備、

パスの微調整や患者さんの予定確認・検査予約など、

支援室のDAの業務は多様です。DAの恵星まどか氏は、

「業務の標準化と看護師や他職種による指導が充実し

ているので、安全性を担保しながら業務を遂行すること

ができる」と、体制の整備が日々のDAの業務を支えて

いると話します。

“本来の働き方改革”で経営にも貢献
緊急入院にも拡がるこれからのPFM
　このような充実したPFM体制は、病院経営にも貢献し

ています。たとえば、手術件数の増加です（図3）。PFM

によって入院曜日の偏りが減少し、また、外科医や手術

室看護師が手術に集中できる環境が整備されたことに

よって、外科医の増員がほとんどないにも関わらず、同

院の手術件数は右肩上がりです。西澤先生はこういった

数字を説明しながら、「本来業務に専念できる環境づく

り─これが当院のPFMの成果であり、“本来の働き方

改革”による経営改善だ」と胸を張ります。

　PFM導入から6年。西澤先生はその体制構築の過程を
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PFM体制の構築で進める
これからの急性期病院の経営改善
現場スタッフの負担軽減と業務の効率化が
患者満足度と医療の質を向上させる

振り返り、「生みの親は経営側にいる私だが、育ての親は

運営の仕組みをつくり上げてきた看護師だ」と強調しま

す。中島氏は、「部門全体がPFMの目的を理解して取り

組んできた。今後は、昨年から開始した緊急入院患者さ

んへの介入も充実させていく」と意欲を見せています。 

　地域医療構想などによってさらに機能分化が進み、

急性期病院の運営においてPFMの重要性はますます

高まっていきます。常に進化を続ける佐久医療センター

のPFMに、これからも目が離せません。

   近年の急性期病院では、入院前から始まる入退院支援、
いわゆるPFM（Patient Flow Management）への取り組み

が拡がっています。
    2014年に佐久総合病院（長野県佐久市）から高度急性期の

機能を分割して開院した佐久医療センター（同市）は、PFMは急性
期病院の経営には不可欠と判断。開院と同時に患者サポートセン

ター内に入退院支援室を設置し、PFMを先駆的に進めてきました。
　今回は、同院におけるPFMの運営体制についてお話をお聞きしました。
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図3 ■ 入院曜日割合と手術件数の推移
患者情報の取得や麻酔科医の診察を外来で終えているため、病棟での業務が
最小限になり、日曜入院・月曜手術も定着。また、術前中止薬の管理によって
手術中止が減少するなど、PFM体制は手術件数の増加に貢献している。
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体制を構築。入退院業務の一元化によって、効率性と

ともに患者満足度と医療の質の向上を実現しています。

　では、患者サポートセンターは具体的にはどのように

運営されているのでしょうか。─そこには多職種が

連携しながら自律的に行動し、効率的かつ安全に医療を

進める仕組みが整備されていました。

“集中化”を極めた体制づくりで
現場スタッフの負担軽減と患者満足を推進
　同院のPFM体制のベースは、業務の“集中化”です。

　図１に示すように、患者サポートセンターには入退院支

援室をはじめ、前方連携を担う地域医療連携室やMSW

が所属する医療福祉相談室、外来業務を行う医事課な

ど、患者支援部門が一堂に集結。人材の集中投入によっ

て総勢67名の多職種が集まり、“ここにくれば何でも対応

してくれる場所”として、チーム医療による患者中心の

医療サービスと支援を提供しています。

　PFMの中心的業務を担う入退院支援室には、医師や

看護師が外来や病棟で行っていたさまざまな入退院関

ことで、治療に関する疑問や不安を解消したり、退院後

の環境を評価してMSWの支援につなげるなど、医療的

なリスクはもとより、心理的、社会的リスクにも早期に

対応することができます。入退院支援業務の集中化は、

外来や病棟スタッフの負担軽減とともに、入院患者さん

のさまざまな不安の軽減にも貢献しているのです。

“標準化”が可能にする
効率的で自律的な入退院支援業務
　PFM体制のもう1つのベースは、“標準化”です。従

来、入院前の流れや対応は、各診療科や医師それぞれ

のやり方で進められていました。しかし、業務の進め方

をその都度確認していると、効率的かつ自律的な支援は

もとより、医師の負担軽減も困難です。そこで、中島氏ら

看護師は医師の理解と協力を仰ぎ、入退院に関わる

業務や流れの標準化を進めてきました（図2-①）。

　たとえば、クリニカルパスは患者さんの治療の流れを

標準化し、退院や転院を計画的に行うためのツールで

す。同院では、医師と他部門の協力のもとに支援室のパ

ス専任看護師が中心となってパスを作成し、登録数は現

在269種類に上ります。その結果、予定手術入院での使

用が増え、パス適用率は73％まで向上。100％適用し

ている診療科も多く、標準化は順調に進んでいます。

　標準化した業務を進めるためにもっとも現場で活用さ

れるツールが、「入退院支援室依頼指示書」と「フロー

チャート・チェックリスト」です。指示書は、標準化を図り

つつ治療の個別性にも対応するために、胃手術、開心

術など、疾患や手術に応じて107種類が用意されてい

ます。入院や手術が決まると、医師は指示書に日程、必

要な検査、使用するパスなどについて記載し、指示を出

します。入院にあたって医師が行う主な業務はこれだけ

で、後は支援室が中心となって指示書に沿った入退院支

援業務を進めていきます。

　「フローチャート・チェックリスト」は、指示への対応を

標準化し、それぞれフロー図にまとめたものです。たと

えば、主治医が手術入院前に糖尿病の診察を指示した

場合は「周術期血糖コントロール依頼フロー」に則り、

追加検査や眼科検診、問診まで支援室で完了。診断に必

要なデータを揃えてから糖尿病・内分泌内科へ紹介し、

術前コントロールが必要と診断されれば主治医へ報告

して入院日の再調整まで行います。また、すべての検査

結果は支援室が確認していますが、異常があれば“専門

医の診察が必要と考えます。予約を進めて検査結果を

報告しますがよろしいでしょうか”と主治医に報告。「主

治医は検査値を確認してGOサインを出すだけで、支援

室の業務フローが動き出す」（中島氏）ということです。

入退院支援室の看護師を中心に機能する
多職種連携による周術期管理
　同院の入退院支援業務でもっともウエイトを占める

周術期管理は、このような集中化と標準化を基盤に多職

種が参画し、幅広い業務で構築されています（図2‐②）。

　周術期管理をトータルに進める役割を担っているの

が、支援室に所属する19名の看護師です。もっとも

患者さんに近い立場として多様な業務を行っており、た

とえば中止薬の管理では持参薬管理室の薬剤師と連携

し、休薬確認の電話訪問も行っています。

　「支援室との連携によって、より多くの患者さんに

栄養状態の早期のアセスメントと指導が可能になり、術

後の良好な予後に貢献できるようになった」と話すの

は、管理栄養士の鈴木さやか氏です。センターには管理

栄養士が常駐し、指示書と患者情報をもとに入院食の適

正化や外来栄養指導を行っています。2016年度の診

療報酬改定でがん患者さんが外来栄養指導料の算定対

象となったことも後押しとなり、月に100件程度だった

外来と入院前の栄養指導件数が、今では150件に増加

しました。また、入院期間が短期化する中、支援室と管

理栄養士が「NST低栄養患者抽出フロー」に則って、入

院前から低栄養の患者さんの絞り込みを開始。各病棟と

連携し、入院直後からNSTが早期介入を行っています。

連業務を整理・移行。

現場の負担を軽減す

るだけではなく、入

院までの患者さんの

窓口を支援室に一本

化することで情報の

集約と迅速な対応が

促され、効率的なフ

ロー・マネジメントを

行っています。

　このような集中化に伴って支援室で導入した制度が、

患者さんごとに1人の受け持ち看護師を決める担当制で

す。入院前の面談や検査は、患者さんのすべての情報を

把握している担当看護師を通して進められていきます。

入退院支援室師長の中島浩美氏は、「“私があなたを担

当します”と、最初の面談で伝えると安心される。また、あ

らかじめ接していると、看護師も患者さんのその日の状

態を見極めやすい。今日の術前検査はここまで、といっ

た判断も的確に行え、インシデントの回避や安全性につ

ながっている」と話します。患者さんとの信頼関係を築く

栄養科 
管理栄養士 
主任  鈴木 さやか 氏

医療秘書課
医師事務作業補助者（DA） 
恵星 まどか 氏

患者サポートセンター 
入退院支援室
師長  中島 浩美 氏
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栄養状態の早期のアセスメントと指導が可能になり、術

後の良好な予後に貢献できるようになった」と話すの

は、管理栄養士の鈴木さやか氏です。センターには管理

栄養士が常駐し、指示書と患者情報をもとに入院食の適

正化や外来栄養指導を行っています。2016年度の診

療報酬改定でがん患者さんが外来栄養指導料の算定対

象となったことも後押しとなり、月に100件程度だった

外来と入院前の栄養指導件数が、今では150件に増加

しました。また、入院期間が短期化する中、支援室と管

理栄養士が「NST低栄養患者抽出フロー」に則って、入

院前から低栄養の患者さんの絞り込みを開始。各病棟と

連携し、入院直後からNSTが早期介入を行っています。

連業務を整理・移行。

現場の負担を軽減す

るだけではなく、入

院までの患者さんの

窓口を支援室に一本

化することで情報の

集約と迅速な対応が

促され、効率的なフ

ロー・マネジメントを

行っています。

　このような集中化に伴って支援室で導入した制度が、

患者さんごとに1人の受け持ち看護師を決める担当制で

す。入院前の面談や検査は、患者さんのすべての情報を

把握している担当看護師を通して進められていきます。

入退院支援室師長の中島浩美氏は、「“私があなたを担

当します”と、最初の面談で伝えると安心される。また、あ

らかじめ接していると、看護師も患者さんのその日の状

態を見極めやすい。今日の術前検査はここまで、といっ

た判断も的確に行え、インシデントの回避や安全性につ

ながっている」と話します。患者さんとの信頼関係を築く

栄養科 
管理栄養士 
主任  鈴木 さやか 氏

医療秘書課
医師事務作業補助者（DA） 
恵星 まどか 氏

患者サポートセンター 
入退院支援室
師長  中島 浩美 氏
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　佐久医療センターは、地域医療支援病院、地域がん

診療連携拠点病院として高度急性期医療を地域に提供

しています。ＤＰＣ特定病院群である同院の平均在院日

数は10.7日で、病床利用率は89％（2018年度）。この

良好な運営の大きな支えとなっているのが患者サポー

トセンターによるPFMです。

　PFMの導入と同センターの立ち上げに携わった副統

括院長の西澤延宏先生は、「PFMとは予定入院患者さ

んの情報を外来段階で把握して問題解決を図り、効率的

に入院前から退院後までの流れをマネジメントすること。

経営的観点から注目されているが、その背景には急性期

医療を取り巻く環境変化がある」と説明します。

　医療制度改革による機能分化やＤＰＣ制度によって、

平均在院日数の短縮化が進んでいます。急性期病院で

は新規入院患者数を増やして病床利用率を上げ、より

多くの患者さんに、質の高い医療を効率よく提供して

いかなければ経営が成り立ちません。一方、患者像も変

化しています。高齢化とともに併存症を持つ患者さん

が増え、安全に手術を行うには病歴の把握や中止薬の管

理の徹底が必要です。また、独居や老々介護、経済状態

の問題など、病態以外の理由で退院が困難となるケー

スが増えてきました。

　「もっとも問題になってくるのが、こういった変化によ

る現場へのしわ寄せだ。重症度、医療・看護必要度の高

い患者さんが次々に入れ替わり、医師や看護師は入退院

関連業務の増加に疲弊している。患者さんとのコミュニ

ケーションの時間が十分に取れなくなると、退院時に“追

い出された”と苦情が出るなど、経営的にも悪循環に陥っ

てしまうだろう」と西澤先生は指摘します。

　このような経営課題の解決策として評価されている

のが、入退院を円滑に進めるPFMです。同院では外来や

病棟の医師・看護師の負担軽減にフォーカスしたPFM

　同院のPFMに携わるもっともユニークな職種が、医師

事務作業補助者（Doctor's Assistant、以降「DA」）で

す。周術期管理において、DAは麻酔科医による術前評

価（カルテ診）や周術期外来の補助業務を行っていま

す。術前評価では優先順位に沿ったカルテの準備や、主

治医と担当看護師への評価結果の報告を、周術期外来

では緊急性を考慮して診察順を決め、診察に同席して

麻酔科医をサポートします。周術期管理以外でも、各種

データや書類の代行入力、患者説明時の資料の準備、

パスの微調整や患者さんの予定確認・検査予約など、

支援室のDAの業務は多様です。DAの恵星まどか氏は、

「業務の標準化と看護師や他職種による指導が充実し

ているので、安全性を担保しながら業務を遂行すること

ができる」と、体制の整備が日々のDAの業務を支えて

いると話します。

“本来の働き方改革”で経営にも貢献
緊急入院にも拡がるこれからのPFM
　このような充実したPFM体制は、病院経営にも貢献し

ています。たとえば、手術件数の増加です（図3）。PFM

によって入院曜日の偏りが減少し、また、外科医や手術

室看護師が手術に集中できる環境が整備されたことに

よって、外科医の増員がほとんどないにも関わらず、同

院の手術件数は右肩上がりです。西澤先生はこういった

数字を説明しながら、「本来業務に専念できる環境づく

り─これが当院のPFMの成果であり、“本来の働き方

改革”による経営改善だ」と胸を張ります。

　PFM導入から6年。西澤先生はその体制構築の過程を

長野県厚生農業協同組合連合会 
佐久総合病院　佐久医療センター
所在地／長野県佐久市中込3400番地28
病床数／450床

PFM体制の構築で進める
これからの急性期病院の経営改善
現場スタッフの負担軽減と業務の効率化が
患者満足度と医療の質を向上させる

振り返り、「生みの親は経営側にいる私だが、育ての親は

運営の仕組みをつくり上げてきた看護師だ」と強調しま

す。中島氏は、「部門全体がPFMの目的を理解して取り

組んできた。今後は、昨年から開始した緊急入院患者さ

んへの介入も充実させていく」と意欲を見せています。 

　地域医療構想などによってさらに機能分化が進み、

急性期病院の運営においてPFMの重要性はますます

高まっていきます。常に進化を続ける佐久医療センター

のPFMに、これからも目が離せません。

   近年の急性期病院では、入院前から始まる入退院支援、
いわゆるPFM（Patient Flow Management）への取り組み

が拡がっています。
    2014年に佐久総合病院（長野県佐久市）から高度急性期の

機能を分割して開院した佐久医療センター（同市）は、PFMは急性
期病院の経営には不可欠と判断。開院と同時に患者サポートセン

ター内に入退院支援室を設置し、PFMを先駆的に進めてきました。
　今回は、同院におけるPFMの運営体制についてお話をお聞きしました。

長野県厚生農業協同組合連合会　
佐久総合病院・佐久医療センター
副統括院長 西澤 延宏 先生

図3 ■ 入院曜日割合と手術件数の推移
患者情報の取得や麻酔科医の診察を外来で終えているため、病棟での業務が
最小限になり、日曜入院・月曜手術も定着。また、術前中止薬の管理によって
手術中止が減少するなど、PFM体制は手術件数の増加に貢献している。
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